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AI、３つのブレイク
　昨今注目を集めているAI（人工知能）は、
急に誕生したものではなく、その基本的な考
え方は、1960年前後に生まれたものだ。ある
部分からデータを受けて、状況次第で次の部
分に伝えていくという脳の基本的なメカニズ
ムが分かれば、それを模したコンピューター
ができるという考え方に基づき、研究が進め
られてきた（図１）。そして、今ようやく私た
ちの身近な存在になってきた。
　1960年前後から始まったAI研究の歴史の中
で、３度の大きなイノベーション（技術的発展）
がある（図２）。

　第１次ブームは1950年代からで、論理的、
技術的にAIが可能であることが証明出来た
が、コンピューターの性能があまりにも貧弱
過ぎた。80年代からパソコンに代表されるよ
うにコンピューターの性能が上がり、いろい
ろなことができるようになった。例えば、ワ
インのソムリエのような機能を持ったルール
ベースのAIをつくるといった第２次ブームが
起きた。
　1980年代に続くブレイクが近年の状況であ
る。これはインターネットの発展によるとこ
ろが大きい。AIというのは、知識を蓄えてい
く過程が必要である。現在、グーグルやアマ
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図１　人工知能は「できないわけがない！」
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ゾンなどでは、インターネットとクラウドと
いう技術によって多種多様なデータや画像が
ネット上に蓄積するようになっている。そう
した学習の源泉となるデータが急増し、その
収集が可能となったため、AIがデータに基づ
き急速に学習できるようになった。
　そうした背景もあり、近年、AIがクイズや
囲碁で人間に勝利したというニュースが散見
されるようになってきた。かつては、「こうい
うことができる」という考えだけだったもの
が、情報技術の革新に伴い、実現能力が高まっ
ている。

2045年、AIが人類を抜く
　AIの世界的権威、レイ・カーツワイルは、
2045年にはAIが人類の能力を抜くだろうと予
言している。現在のAIは、囲碁やクイズ、自
動車の自動ブレーキといった目的別に限定し
たもので、人間の行っていることの一部を代
替している状況であるが、2045年には、「アト
ム」のような汎用型の人工知能が出現すると
いうのだ。人間の脳のように、いろいろなも

のを一から覚え込ませることで、人間のよう
に判断できるAIが誕生するのが2045年という
わけだ。個性を持った人工知能といってもよ
いだろう。
　ただ、そこに到達するためには技術の壁が
ある。例えば、囲碁で人間に勝利したグーグ
ルは、そのデータ処理に数十億円もの資金を
投じている。いわゆるディープラーニング（深
層学習）は、そのくらい資金的にも容量的に
も大量のエネルギーを必要とするため、資金
力のある企業にしか対応できない技術である。
　現在、2045年頃の完成を目指して、大量の
エネルギーを要さずスマホや身近なデバイス
へ収められるテクノロジーの研究が進められ
ている。このシステムが完成すると、電話が
かかってきたらスマホが自分の代わりに答え
てくれたり、自動的にスケジュールを調整し
てくれたりできるようになるかもしれない。
　すでに産業界では、様々な人工知能が使わ
れている。アップルやソニーといったエレク
トロニクス企業、フェイスブックやバイドゥ
といったSNS企業、マイクロソフトやIBMな

図２　人の頭脳に近づくAIの歴史
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どのIT企業である。またトヨタをはじめとし
た自動車メーカーは、自動運転などの、もの
づくりと融合した取り組みを行っている。
　このように、いわゆる「AI業界」があるわ
けではなく、様々な業界においてAIを業務の
一部に使って、自分たちのビジネスを変革して
いこうという取り組みが広がっている。
　AIは全く新しい技術であり、普及方法から
始まって、人間に危害を与えた場合の社会的
責任をどう考えるべきか、プライバシーの問
題をどうするか、といった検討は、各業界で
NPOを結成するなどして、試行錯誤が始まっ
たばかりである。法的な根拠や知的財産権な
ど、多様な課題がある。

WatsonにみるAIの仕組みと事例
　IBMは創立100周年事業として、人工知能シ
ステム「Watson」を開発し、2011年には米国
の長寿クイズ番組「Jeopardy!」で歴代最強チャ
ンピオンに挑戦し、見事勝利をおさめた。
　Watsonは、大きく４つのAIの要素技術に
よって動く（図３）。まず１つ目はiPhoneの
Siriと同様の自然言語処理技術。２つ目は、世

の中にあふれているいろいろな情報の中から、
インターネットを通じて必要なデータを見つ
け出してくるビッグデータ解析技術。３つ目
は、たくさんある答えの候補の中から、どれ
が最適な答えなのかを導き出し、正答率を推
論する統計推論技術。４つ目は、受験勉強の
際、過去問に取り組むように、同じ問題は出
ないだろうが、それでも頻出する方程式や歴
史上の重要な年代など、出題のパターンを知
ることができる機械学習という技術。Watson
は、主にこの４つの技術を組み合わせている。
　例えば「Jeopardy!」では、「アメリカと国
交を断絶している国のうち、一番北にある国
はどこ？」という問題があった。
　Watsonはこの問題を考えるにあたって、ま
ず、自然言語処理技術を用い、国名を答えな
ければいけないことを理解する。地球上に存
在する多くの国に対して、一つずつ仮説を立
て、愚直に検証していく。例えば、日本であ
れば、オバマ大統領が来日し広島で献花す
るといったニュースをネット上で見つけれ
ば、日本とは国交断絶していないと判断する。
キューバはオバマ大統領の時代に雪解けに向
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図３　IBM Watson - Jeopardy!で勝利したWatsonの仕組み
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消費者相談窓口対応に応用できるのではない
か。また、金融保険商品の案内と同様に、個
別の自治体の特性や課題に対して政策をアド
バイスすることができるのではないだろうか。
　例えば、感情認識ヒューマノイドロボット
の「ペッパー君」を住民窓口に設置しておき、

「ペッパー君」が窓口に来た人から事前に要件
を聞き取り、その情報を実際の担当者に流す。
そうすることで、対応する職員に余裕が生ま
れるなどのメリットもあるだろう。
　将来的に、いくつかの仕事の一部がAIに置
き換わっていくと考えられているが、ではいっ
たいAIはどれくらい適応できるだろうか。
　まずコールセンターのように、窓口業務や
質疑応答の業務にはよく使えるだろうと考え
られている。また調査業務のように、政策を
立てる上で、膨大なデータの分析解析にAIを
役立てることができるのではないか。さらに意
思決定のサポートとして政策や予算配分を決
定する等にも役立つと考えられる。
　AIが普及すると、自分の仕事がなくなるの
ではないかと心配する人がいるかもしれない。
日経新聞とフィナンシャル・タイムズの記事
で、職種別にAIがどれくらい適用されるのか
調査した結果がある。事務的な仕事に加え、
工場の手作業なども含めた約2,000種類の業務
のうち、34％に相当する710の業務が置き換え
可能だという。具体的には、エンジンの組み
立て工員なら75％が、金融機関の事務職なら
65％が代替可能となる。
　特に日本は他の国に比べてAIに置き換えや
すい業務がたくさん残っていて、約５割が代
替可能といわれている。
　ただ、業務のすべてをAIで完全自動化する
ことが可能となる職業は、全体の５％未満に
とどまると見られている。残りの95％にはAI
の不得意とする部分が残されており、すべて
が置き換えられるわけではないので、急に仕
事がなくなって大変だと焦る必要はない。

かった、北朝鮮はミサイルの問題がある等々。
このようにビッグデータを解析し、答えの候
補を出す。次に統計推論で、どれが最も正解
に近いのか推論する。推論にあたり、新しい
ニュースを優先するとか、情報源がフェイク
ニュースの場合は重きを置かない、といった
ことを機械学習している。
　これらは私たち人間が日常的に頭の中で処
理している思考であり、特別に難しいことを
行っているわけではない。しかしコンピュー
ターは一定時間内に答えを出すために、同時
並行でいろいろな処理を行うので膨大な資源
が必要となっている。
　クイズへの挑戦の後、実用化への検証を経
て、2015年からはWatsonの事業化が進んでい
る。コールセンターにかかってきた電話への
回答や、銀行の窓口業務における最適な金融
保険商品の案内といった事例に加え、東京大
学医科学研究所とは、患者の遺伝子変異の中
から病気に影響を与えている遺伝子候補を選
定し、その遺伝子が病気に影響を及ぼした理
由を2,500万件もの医学論文からWatsonが解析
し、薬の情報も含め10分で医師に届けるとい
う研究を行っている。
　例えば大腸がんでは、変異している遺伝子
は体内に約4,000カ所近くもある。その変異の
うち、大腸がんに影響を与える遺伝子変異に
ついて、医師たちは過去の経験から疑わしい
ものを100程度に絞り込むことができるが、そ
れらに関する学術論文を一つずつ調べていた
ら、少なくとも１カ月はかかってしまうだろ
う。Watsonは、4,000カ所のすべての可能性を
愚直に調べ、スーパーコンピューターで治療
方法の候補を10分程度で提案することができ
るのである。

AIが変える自治体の仕事
　自治体業務にAIを役立てるという観点では、
コールセンターの事例などは、住民窓口対応や
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代替可能だ。
　さらに企業の経営者も22％はAIで代替可能
といわれている。これを自治体の首長と考え
ると、首長業務の２割ぐらいは、AIで代替可
能だということになる。まだまだ人間の首長
は必要ということだ。ただし首長のまわりに
いる企画担当者などは、かなり減らすことが
できるかもしれない。

医療・介護分野へのICT/AIの活用
　レセプトや電子カルテ、介護カルテといっ
たデータヘルスやPHR（パーソナルヘルスレ
コード）を推進していく上での課題は、デー
タに基づいて事業を評価し、政策を立案する
人材の不足である。こうした分野にも、AIの
活用が考えられる（図５）。例えば、ある自治
体で糖尿病患者を減少させるという課題に対
して、データを踏まえて答えを導き出し、政
策立案をアシストできるようなAIを開発でき
れば、人材不足を補うことができ、ニーズが
あるかもしれない。
　AI が類似自治体の事例やデータヘルス推進
のガイドラインなど、いろいろなエビデンス
に基づいて政策立案を支援する。レセプトの
国保データなどをAIに投げかけると、課題を
発見し、その根拠ばかりか、解決方法も示し
てくれるという、政策アドバイザーのような
働きができると考えられる。
 　2017年４月、「医療分野の研究開発に資す
るための匿名加工医療情報に関する法律（次
世代医療基盤法）」が成立した。電子カルテな
ど、健康・医療・介護に関わるデータを匿名
化すれば、公益に帰する事業のために使える
という内容だ。
　ナショナルレセプトデータベースとも呼ば
れるレセプトのデータが厚生労働省に蓄積さ
れているが、行政の政策まで活用が拡がって
いない。
　また、介護に関するデータは、公的には整

　例えば、医療なら画像検査はAIに置き換え
ることができるが、それ以外の多くの仕事は
AIをうまく取り入れて効率化を図ることにな
る。それによって、世界全体の３割、日本な
ら５割は効率化が進む。消費者は付加価値が
変わらず、労働者は給料が確保できる社会に
なっていくのだろう。
　では、自治体職員の仕事はどうなっていく
のか。
　さすがに「自治体のこの業務」という分析
はないので、類似の業務をいくつか例示して
みよう（図４）。

 

　まず、オフィス・業務支援従事者。これは、
例えば郵便局の窓口や保険金請求事務、金融
窓口業務などであり、62％はAIに代替可能と
される。次に案内・記録事務員。人事部門や
受付、顧客サービスなどの業務は、約55％が
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出典：https://vdata.nikkei.com/newsgraphics/ft-ai-job/

図４　自治体の仕事へのAI適用範囲
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論までは進んでいなかった。しかし、政府の
後押しもあってようやく具体化し始めた。
　このように、自治体の業務の中でも、特に
保健・健康増進に関する政策は、AIの進展と
ともに、変革が期待されていくだろう。

備されていないといってよい。しかし、例えば、
一人ひとりの要介護者に対し、どのように適
切なケアプランをつくっていけばよいか、住
んでいる自治体のどういったサービスを受け
ればよいのか、といった問題がある。自治体
側からすると、ケアの質を上げながらもコス
トを抑制することに資する介護に関するデー
タベースが必要になってくる。こうした問題
にもAIを役立てることができるだろう。
　今後、介護と電子カルテとレセプトのデー
タを、産学民が使えるよう整備することが提
唱されている。それらを利用して、最新のエ
ビデンスデータや診療データをAIで解析し
て、最適な診療を受けられるようになると考
えられているが、加えてAIを使った診療支援
におけるインセンティブや医療IDの制度設計
についても本格的に進めていく必要がある。
医療・介護に健康の領域も含め、国としても
進めていこうという動きが具体化している。
　従来は「データを集めよう」と声高に叫ば
れてはいたものの、どうやって使うのか、誰
のために役立てることができるのかという議

図５　データヘルス＋人工知能による政策アドバイザー
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